





Human Resources Management for Trade Secrets Protection




Non-disclosure and non-competition agreements are among the human resources measures that 
are taken to protect trade secrets appropriately. The trend in lawsuits concerning non-disclosure 
agreements are clarifying the scope of confidentiality and minimizing the restrictions on former 
employees, who have found employment in new companies, or have become self-employed. The 
importance of the trade secrets that are involved, the mobility of former employees, and the social 
benefits in quesion form the basis of judgments on the validity of a non-competition clause. However, 
in comparison of confidentiality agreements, the validity of a non-competition clause is judged more 
severely if the court is not convinced of adequacy of compensation and so on, because its effect could 
infringe more directly on former employees’ right to pursue a new livelihood. Based on lawsuit 
trends and the nature of the two types of agreement, several legal experts have recommended 
choosing them appropriately, depending on the situation. 
Although the legal affairs and other departments are required to pay costs and collaborate, it is 
important that distinguish critical trade secrets and users of these assets. Thus, based on risk 
assessments, proper legal liability should be imposed on the relevant employees, to improve the 
effectiveness of contracts and to maintain an appropriate deterrent effect against the 
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ヤマダ電機事件
東京地判Ｈ19.4.24












教材の内容 教育サービス 講師／営業 誓約書
（入社時）




























































































































































































































顧客情報 貿易 営業責任者 不明 ○ ○ ○
３年
○
無
○
フォセコ・ジャパン・
リミテッド事件
奈良地判昭45.10.23
技術情報 金属鋳造用
資材
Ｙ１営業
Ｙ２製品管
理
誓約書 ○ ○
無
○
２年
○ ○ ○
○：肯定的に判断、●：否定的に判断、△：判例中に情報はあるが、実質的に判断がなされていない
☆：退職金減額または不支給が争われるなかで、競業避止義務の定めの効力が問題となっている事案
（出典：筆者作成）
以下、各要素について具体的に検討する。
（１）企業側の守るべき利益
退職後の競業避止義務によって確保しようと被用者が考える利益としては、ⅰ退職者の引き留め、ⅱ
秘密の保護、ⅲ顧客の確保などが挙げられる。ⅰについては、単に労働者の転職制限を目的とするもの
で、退職の自由（民法627条）を制限し、企業の正当な利益ではない旨判示される22。ⅱについて注意
すべきなのは、−秘密保持契約の場合も同様だが−情報資産の性質によっては、裁判で保護の対象外と
判断される点である。例として、労働者が就業中に得た知識であったとしても、その会社だけが持つ特
殊な知識すなわち一種の客観的財産ではなく、他の使用者の下でも同様に習得可能であろう一般的な知
識・技能23、公知の手続き24や違法に入手された情報25などが挙げられる。ⅲについては、企業が長期間
をかけて醸成した信頼に基づいた人的関係26を利用し、既存の顧客を退職後に奪取する競業行為を制限
することを認める裁判例もある一方で、競争阻害効果に着目する競争法の観点から義務無効とされるこ
ともある27。
（２）従業員の地位
義務の対象となる従業員は、法人の利益を害する可能性が認められる業務についていた者に限定され
る。極めて補助的な業務に携わる者や、社内的地位が低い者は除外されるが、労働者の地位そのものだ
けでなく、機密情報に触れていたか否か、実態も考慮した判断がなされている。退職前の地位が日本支
店の執行役員であっても、時限性のある秘密情報以上の機密情報に触れる立場でないとして競業避止義
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務の存在に否定的評価が下された判決もある28。
（３）地域的限定
業務の性質に照らして、競業が制約される地域が合理的に絞り込みされているかどうかを判断される。
例えば、在職時に担当したことのある営業地域（都道府県）と隣接地域に存する同業他社への競業禁止
は有効性が認められた29。更に、全国展開している企業の場合は、地域的制限がなくても義務の有効性
が容認されうる30。
裁判例では、営業秘密の類型31によっても判断が分かれている。「技術情報」には、流通に地域的・
国家的障壁がないことから、広範な地域での競業行為を制限する契約であっても、直ちに合理性を欠く
べきではない。一方、顧客名簿などの営業情報の場合は、情報の流通に障壁がないことは同様だが、顧
客には地域性がある場合が多い32。例えば小規模の学習塾の経営に関する情報などが問題となっている
場合などは、競業禁止地域を広く設定するべきではないとされる。
（４）競業避止義務の存続期間
１年以内の転職制限は概ね肯定されている。しかし、技術やビジネスモデルの陳腐化が早い昨今、以
前は肯定されていた２年程度の契約も、労働者の権利を必要以上に長く制限するものとして否定的な判
断が下されることが多くなっている（一方、稀に３年の制限が認容された事例もある33）。
（５）禁止される競業行為の範囲
業界や退職者の職種によって、裁判所の判断には幅があるが、禁止対象となる活動内容や従事する職
種等が限定されている場合には、有効性を肯定される場合が多い（例：在職中に教育、コンサルティン
グを担当または勧誘した相手に対してのみ禁止期間中接触することを禁止した場合34）。グローバルに
支店を持つ米系生命保険会社が原告となった事件においては、競業避止条項が英文で記載されていたた
め、原告・被告間で、制限される競業行為の認識に差があった。就業規則や付属する規定類などを従業
員へ周知徹底35し、労使間で認識を擦り合わせておくことが肝要である。
（６）代償措置
転職・独立などの機会を制限される従業者に対し、代償金等の適切な代償措置を講じたかという点が
重要な要素として考慮される。学説の有力説は、代償措置を、競業避止の合意が有効であるための不可
欠な要件と解しているが36、判例は、退職者側に悪質な違反行為があった場合などを中心に、代償措置
のない特約についても義務違反を認める判断も下している37。退職時に支払われる退職金の上乗せ、競
業避止義務のない社員と比して高い給与が代表的だが、必ずしも金銭的な措置でなくともよい。トータ
ルサービス事件では、独立支援制度としてフランチャイジーになる途がある点や、充実した技術教育制
度が代償措置として評価された。（図表６参照）
─ 90 ─
図表６　代償措置に関する判断例
○　十分な代償措置と認められた例
・ 雇用契約書に、秘密保持と競業避止義務が雇用契約の重要な要素であると明示し、高給（年収1400万円）を支給
→報酬の一部に、代償措置としての要素も当然含まれていると解すべき（PM コンセプツ事件）
・在職中の株式利益（２億5,000万円余）+ 高給（年間3,000万円程度）
・独立支援制度、多額の費用をかけた教育制度（トータルサービス事件）
・業務進捗の節目毎の奨励金（関東ライティング（タカノ）事件）
・年収約1500万円（同僚平均720～810万円）（ワールドワイド事件）
×　代償措置が不十分とされた例
・監査役への1,000万円の退職金（東京リーガルマインド事件）
・退職金規定より少額の退職金：計算上は1,300万円→支給額700万円（ニッシンコーポレーション）
・恒常的な時間外労働に対し、時間外手当不支給（日本コンベンションサービス事件）
・在職中に支払われた秘密保持手当4,000円／月（新日本科学事件）
・高給を支給されていたが、競業避止義務特約を締結した前後で金額に差が殆どない（AIG 事件）
（出典：筆者作成）
終身雇用制が崩れつつあり、転職の自由確保が重視される社会経済情勢を反映し、企業にとって厳し
い判断がなされる傾向にある。契約締結にあたって、法的に有効な規定を検討することが必要である。
3.3　退職金の法的性格と競業避止
競業避止義務違反を争点とする訴訟において、特徴的なのは、損害賠償や差止めなどの請求のほか、
退職金の半額減額または不支給を認められるケースである38。退職金規程に減額・不支給に関する記載
がある場合、支給基準に勤務成績が加味されているなど、功労報奨的な性格を併せて有する退職金の減
額を肯定した判例があるが、もっぱら賃金後払い的性格の退職金の減額は認められない。こうした退職
金に関する規定は、退職者による意図的な情報漏洩に対して一定の抑止力を発揮するが、裁判で規定が
無効とされるリスクも高いため、労働法制上の瑕疵がない有効な規定を成立させる必要がある。とりわ
け、退職金の不支給が認められるのは、営業秘密の持ち出しや引き抜き行為など、退職者側に、懲戒解
雇に相当する顕著な背信行為があった場合に限定されている39。若手～中堅職員への退職金の金額は小
さいため、訴訟で減額不支給の是非を争う費用対効果は小さいと言わざるを得ない。ただし、他の従業
員に向けた牽制効果を期待して規定を厳格に運用するという方針はあり得る。
４．判例分析から実務への示唆
前章まで、秘密保持契約並びに競業避止義務契約の概要と裁判上で有効と認められやすい規程につい
て検討を行った。分析結果から実務に示唆的と思われる点を以下にまとめた。
（１）対象情報・定義の「明確化」、範囲の「最適化（必要最小限性）」
秘密保持契約においては、「対象情報・定義の明確化」だけでなく、内容が合理的で必要な内容だけ
が規定されていること、すなわち「範囲の最適化」が法と判例からの要請である。一方、競業避止義務
は、情報漏洩につながる転職や独立自体を抑止できる、漏洩の予防的機能があり、裁判時の立証負担も
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一部軽減されるというメリットがあるが、契約の自由が厳しく制限され、秘密保持契約の場合よりも合
理性判断のなされ方、つまり必要最小限性が厳格であり、かつ代償措置という判断要素が加重される。
（２）守秘義務と競業避止義務の使い分けによる保護レベルの向上
秘密保持契約と競業避止義務契約には、守備範囲の広さや性質、立証の負担等が異なる部分がある。
木村（2011）などの実務家は、過去の裁判例の傾向を踏まえ、有効性の認められやすい競業避止制限を
課し、秘密の長期的な保護は守秘義務に委ね、競業避止義務については短期的なものに留めて義務の有
効期間中に対策を講じるといった、両契約の特性を踏まえた使い分けを薦めている。
（３）各従業員・役員等のリスクレベルに応じた契約
就業規則あるいはその付随規則としての秘密管理規定などで退職後の秘密保持義務・競業避止義務を
規定する際には、正社員だけでなく、契約社員や嘱託社員等について適用が除外されないよう規定する
必要がある。また、就業規則では一般的な規定しか盛り込むことができず、裁判の際にも、規定の解釈
が労働者に有利に解釈されることもある。特に重要な秘密に関する守秘義務や競業避止義務については、
個別に誓約書を取ることが望ましい。特に、ビジネスモデルや技術の全体像を理解しており、日常的に
機密に触れる機会のある役員・上級役職者が転職・独立した際、彼らが持ち出した営業秘密が新しい職
場で利用されてしまい、企業競争上、大きな打撃をこうむることがある。役員規程など、重要な人材と
の契約には、特に留意する必要がある。
（４）リスクアセスメントの負荷と各部門の連携
こうした効果的な契約管理にあたって、経営に大きな影響を与える営業秘密が何であるかの識別、当
該秘密取扱者の特定が基盤となる。定期的なリスクの洗い出しおよびリスクアセスメント結果を考慮し、
契約による適切な義務の規定が可能となる。その結果を従業員への周知・教育することで契約が浸透す
る。
リスクに応じた細やかな契約を行おうとすればする程、リスクアセスメントの対象となる情報や従業
員の多さから、管理に困難さが増すことが多く、かつ、契約を管轄する法務部・知財部などと現場（研
究開発部や営業部など）との温度差などの理由で、営業秘密の重要性の変更や資産の改廃の把握が遅れ、
営業秘密の最新の重要度が適時に契約に反映されないことも多い。前述の経済産業省（2013）調査では、
情報の区分あるいは営業秘密の格付けの基準の見直しを定期的に行っている企業は一割強に過ぎず、
「営業秘密に区分すべき情報のほぼ全てを区分できている」と答えた割合は約35％にとどまっている。
特に中小企業の回答は平均より低い数値であり、管理に割く人員などの面での制約の厳しさがうかがえ
る。各営業秘密の重要性と、種々の管理コストを天秤にかけ、各社は自社にとって最適な保護のレベル
を探ることになる。
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（５）法的措置による救済の限界と不正を抑制する心理的効果の発露
また、訴訟に関するコストを考えると、全ての漏洩事件に断固とした法的措置をとることは現実的で
はなく、予防法務が重要になる。不正は、「動機・プレッシャー」、「機会」、「正当化」の３条件が揃っ
た際に起こるとする「不正のトライアングル理論40」がある。実効性のある契約と従業者への周知徹底
（不正の「正当化」事由の減少）と併せて、アクセス制限やログの取得およびモニタリングなど、技術
的・物理的管理によって不正利用が困難かつ不正の立証可能な環境を作り（不正を行う「機会」の減少）、
不正を行うよりも契約を守るメリットが大きいと従業者に思わせ、心理的な抑止効果を与えることが重
要である。
（６）企業活動のグローバル化に対応した契約管理
前章で、英文規定の解釈が争点の一つとなった裁判例に触れたが、海外の一部では、競業を禁止する
期間は、雇用時と同じ額の給与を支給し続けなければならない。また、実務の場では、転職の激しいイ
ンドや米国カリフォルニア州41では競業避止義務契約が認められない場合も多い。労働慣行の異なる諸
外国での契約の運用には、特段の注意が必要となる。国によっては、法令順守が重要視されず、契約締
結が意味のないものになる可能性もある。企業活動のグローバル化に合わせた契約の運用が一層求めら
れる。
５．結論
本稿では、秘密保持義務契約および競業避止義務契約を活用し、営業秘密の保護レベルを向上させる
策を検討した。しかし、退職者による不正は、会社への不満が強い場合に、退職直前に機密情報を持ち
出すという形で行われることも多い。契約による管理に依存しすぎず、在職中に会社への不満を持たせ
ず、ひいては自社への定着率をあげる人事政策が最も効果のある人的管理策である。職務発明の問題と
同様、自社の強みとなる知的資産を生み出したものに相応の待遇を提供し、さらに有用な知的資産を自
発的に生み出してもらうという好循環に至る制度が確立されることが望ましい。
 以上　
注記：
１　2012年11月、ポスコが韓国において債務不存在確認訴訟を提起したことから、国際的訴訟競合の状態となってい
る。新日鐵住金は、方向性電磁鋼板の製造技術が、研究職であった者を含む４人の元社員を通じて韓国企業に流出
したと主張している。元研究職員は、90年代半ばに韓国の大学に招かれ客員教授としてポスコの共同研究に参加し
ていたとされる。ポスコ側は、技術の盗用は事実無根であり、新日鐵住金側が「営業秘密」（不正競争防止法２条
６項）としている内容は抽象的で、公知情報も含まれると反論、そもそも日本の国際裁判管轄権がないとも主張し
ている。
２　経済産業省（2013）に収録されている「平成24年度　人材を通じた技術流出に関する調査研究」より。
３　財団法人知的財産研究所（2006）「不正競争防止法を活用した知的財産の保護強化（営業秘密の保護と模倣品・
海賊版対策）に関する調査研究報告書」財団法人知的財産研究所
４　メリルリンチ・インベストメント・マネージャーズ事件・東京地判平成15.9.17など。特に、役員は、在任中に善
管注意義務（会社法330条、民法644条）あるいは忠実義務（会社法355条）を負い、それらの義務の一環として、
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職務上知り得た会社の内部情報について当然に秘密保持義務を負う。
５　2005年11月の不競法改正によって、退職者の処罰が新たに規定された。在職中に請託を受けて不正に営業秘密を
使用・開示した場合は、退職後であっても、民事および刑事罰の対象となり得る。
６　経済産業省「営業秘密管理指針」は、秘密管理性の認定には１．アクセス制限と２．客観的認識可能性（営業秘
密の把握と秘密性のない情報との明瞭な区別）が必要であるとしている。同指針公開以前は、秘密管理が徹底され
ていない情報資産でも営業秘密として認定される場合があったが、公開以降は、厳しく秘密管理性要件が吟味され
る裁判例が増加した。近年は、人的管理、技術的管理、物理的管理、組織的管理の状態を総合的に勘案した結果、
秘密管理性を否定され、営業秘密として保護が受けられない事例も多い（秘密管理性を判断した判例81件のうち、
秘密管理性が肯定されたものは23件）。
７　役員、従業員から誓約書を徴して秘密保持契約を課した経過を、秘密管理性を肯定する事情として採用した裁判
例がある（岩城硝子ほか事件・大阪地判昭63.12.22）。一方、プロスティ事件・東京地判平14.4.23では、事務所に所
属している者との間に秘密保持契約を締結していなかったことから、秘密管理性を否定した。営業秘密管理指針は、
誓約書等の徹底には、「秘密の管理性を証明する証拠としての位置づけ」があると記述している。
８　漏洩の対象として争点になった営業日誌は、営業秘密としての三要件を具備していないため、営業秘密には当た
らないが、就業規則および従業員服務規程で漏洩を禁じている「取引先の秘密」および「職務上知り得た秘密」に
は該当し、労働契約上の秘密保持契約の対象となる旨を認めた（日経センチュリー証券事件・東京地判平19.3.9）。
９　前掲経産省（2013）収録の調査では、秘密保持契約を締結していると答えた企業のうち、８割以上が「在職中に
知り得た情報」を守秘義務対象としている。
10　東京地判平20.11.26では、誓約書による秘密保持契約の対象となる情報の定義も例示もなく、従業員が仕入れ先
情報を守秘義務の対象と認識できる状況にはなかったとして、当該情報は秘密保持義務の対象とならない旨判断し
た。
11　転入先にとってみれば、中途採用者から、前勤務先との間での秘密保持契約の対象となる情報を持ち込まれると、
自社が訴訟に巻き込まれるリスクが混入（Contamination）することになるので、入社時に確認することが望ましい。
12　前掲経済産業省（2013）調査によれば、従業員・役員との間で競業避止義務契約を結んでいると回答した企業は、
約14％。契約不締結の企業の理由は、契約の効果が不明瞭23.9％、退職後の社員の状況把握が困難24.6％など。
13　ダイオーズサービシーズ事件・東京地判平14.8.30では、債権者である企業は、退職者が当該情報資産を不正に取
得したという立証には失敗したが、競業避止義務違反の主張は認められ、損害賠償請求が一部認容された。
14　民事訴訟事件・東京地判11.24、ビアードパパ事件・大阪地判平14.7.30、池本自動車事件・大阪地判平8.2.26、金
正食品事件・大阪地判平15.7.24など。
15　モリクロ事件・大阪地判平21.10.23
16　前掲東京地判平成20.11.26判決において、「退職した従業員の有する職業選択の自由に対して極めて大きな制約を
及ぼすもの」とされた。
17　フォセコ・ジャパン・リミテッド事件・奈良地判昭45.10.23で提示された見解である。古い判例だが、競業避止
義務を判断する理論的枠組みを初めて判示した重要な判決であり、現在でもしばしば引用される。近年では、後述
の通り代償措置が不可欠とする説、企業の保護法益の内容が決定的な要素であるとする説、各判断要素のバランス
の問題であるとする説など見解が分かれている。
18　競業避止義務に関する裁判は、石橋（2009）など、多くの判例解説において、ⅰ営業秘密の漏洩に関して争われ
た裁判例、ⅱ顧客の確保について争われた裁判例の二類型に分類されている。本稿では、営業秘密に関して争われ
た裁判例を取り上げている。
19　アフラック社は２年の競業避止義務を規定していたが、１年の差し止め仮処分のみ認められた。
20　保守技術に関しては、日本国内でも珍しい技術で、従業員とも秘密保持契約を結んでおり、営業秘密に準じる程
度に保護に値すると判断された。ただし、顧客情報については、退職者が新勤務先で飛び込み営業をしてもこれら
の情報の一部は入手できるとして営業秘密該当性を否定した。
21　代表取締役については競業避止義務規定有効、監査役については無効（退職金1000万円では代償措置として不十
分）と判示した。
22　アメリカン・ライフ・インシュアランス（AIG）事件・東京地判平24.1.13/ 東京高判平24.6.13
23　アートネイチャー事件・東京地判平17.2.23。このほか、原告の眉のトリートメント技術のうち一部については、
眉に関する美容施術者であれば容易に習得できたとし、競業避止契約を公序良俗にするとして無効としたが、眉山
の位置決めの仕方及びワックス脱毛作業を含む全体としての原告技術の不使用を制約させる部分については、義務
が有効とした判決（ピアス事件・大阪地判平21.4.14）、ブランゼー・エス・イー事件・東京地判平19.12.26など。企
業の競争能力を左右する情報は特別知識、市場での競争に関係しないものが一般知識であるという区分（小野
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（1994））、アメリカの判例によって示された判断基準（①労働者は、競合製品を作るために必要とされる知識を前
使用者との雇用関係から得たのか、それとも一般の製造技術に依拠したのに過ぎないのか、②労働者は、前使用者
から得た知識抜きに、依然と同様に競業を続行することができるか）が示唆的であると指摘する、金（2007）の見
解が参考になる。
24　新日本科学事件・大阪地判平15.1.22では、問題の治験手続きは、法令に則って行わねばならず、企業によって手
付きが大きく異なることもないことから、企業独自のノウハウとは言えないとされた。
25　公共土木積算事件・東京地判平14.2.14では、争点となった県庁の土木工事設計単価情報は、適正な受注価格が形
成されることを妨げるものであって、こうした情報を保護することは公共の利益に反するとされた。
26　関東ライティング（かがつう）事件・東京高判平12.7.12
27　キヨウシステム事件・平12.6.19
28　前掲アメリカン・ライフ・インシュアランス（AIG）事件
29　前掲ダイオーズサービシーズ事件
30　ヤマダ電機事件・東京地判平19.4.24のほか、東京地判平22.9.30など。
31　1990年代以降、アジア諸国などへの技術流出がマスメディアで大きく取り上げられることが多いが、実際には、
国内の営業秘密関連訴訟において、顧客情報の漏洩に関する事案も多く争われている。
32　従業者が前使用者の顧客情報を使って競業する通信販売事業を開始した場合などは、顧客に地域性があっても前
使用者の利益は場所的に限定できないため、場所的要件は厳格に判断されるわけではない。
33　これらの契約では、競業禁止の場所的な範囲が非常に短かった。競業禁止範囲を「関東地区」、「東京23区内」な
どと狭めていけば、契約が有効になる可能性が高くなる。
34　ケプナー・トリゴー事件・東京地判平6.9.29
35　法的規範としての性質を有するものとして就業規則に拘束力を生ずるためには、当該内容の適用を受ける事業者
の労働者に周知させる手続きが取られていることを要する（最高裁判平15.10.10）。
36　土田道夫（2004）p.241など。金（2007）は、当事者の合意に加え、契約に対価が必要となる米国の約因法理と日
本の代償措置との類似性を指摘している。この立場に立った場合、日本でも、退職後の競業避止契約が有効である
ためには、交換的取引で代償が決められ、かつ当該代償は適正な法的価値を有していなければならないとされる。
他に、基本的には代償不可欠説に賛成しつつも、競業制限の時間的・場所的制限が広範であるために労働者への負
担が大きい場合、就業規則の改訂などによって一方的に義務を負わされるようになった場合などに限って代償措置
を不可欠と考える見解もある（長淵（2002））。
37　制限されている競業行為の範囲（被用者が従前に担当していた地区の顔なじみ客への営業行為）が狭かったため、
代償措置が講じられていないということのみでは、本件契約の定める競業避止義務の合理性が失われることはない、
と判示した裁判（前掲ダイオーズサービシーズ事件）。労働者に悪質な違反行為があり、代償措置がなく義務の存
続期間が３年であっても契約の有効性が認められた事例などもある（新大阪貿易事件・Ｈ3.10.15）。なお、代償措
置は不十分だが、損害賠償額算定に当たって考慮すればよいとの理由で競業避止条項の有効性を否定しなかった事
例（前掲ヤマダ電機事件）があるが、理論構成に批判が強い。
38　退職金を、一般の自己都合退職の半額とする旨の退職金規定が有効とされた事件（三晃社事件・最高裁昭52.8.9、
ジャクパ事件・大阪地判平12.9.22など）。
39　中部日本広告社事件・名古屋高判決平2.8.31が判示。類似の判例として、敵対企業に転職して数か月後に代表取
締役に就任した退職者の行為に背信性があるとした東京コムウェル事件・東京地判平22.3.26、退職後の競業行為と
大量引き抜きについて不支給を認め、すでに退職者に支払われた退職金を、不当利得として全額企業に返還させた
福井新聞社事件・福井地判昭62.6.19などがある。
40　米国の組織犯罪研究者ドナルド・Ｒ・フレッシャ─が、横領犯罪者に関する研究を基に体系化した理論。
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